
第 ９ 号 議 案

令 和 ３ 年 度

亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算



処理場建設改良事業 亀岡市年谷浄化センター改築更新工事（機械濃縮設備・沈砂池設備・自家発電設備）

収　　　　入

営 業 収 益

第 ２ 項

予 備 費 10,000

千円営 業 外 費 用

令 和 ３ 年 度 亀 岡 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

　第１条　令和３年度亀岡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

  （総　則）

28,929

（２） 年 間 総 排 水 量 ｍ3

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

千円

402,699

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用

（１） 使 用 戸 数

8,609,796

一 日 平 均 排 水 量 ｍ3

主要な建設改良事業

23,588（３）

（４）

  （収益的収入及び支出）

千円第 １ 項

下 水 道 事 業 収 益第 １ 款

1,830,658

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあてるため、企業債 136,000千円を借り入れる。

第 １ 項

2,596,201

3,236,100

千円

営 業 費 用

第 ２ 項

支　　　　出

3,008,900

千円

千円第 ３ 項

千円営 業 外 収 益 1,405,442



水道料金等徴収事務委託経費

亀岡市年谷浄化センター改築工事委託経費

650

収　　　　入

466,600 千円

支　　　　出

千円

千円

1,529,418 千円

預 託 金

第 ３ 項

第 １ 款

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,029,800千円は消費税及び

第 ４ 項

314,527

262,680国 庫 支 出 金

第 １ 款

第 １ 項

585,432

　第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

第 ２ 項

建 設 改 良 費

事 項

千円

千円

企 業 債

1,085,700

　　地方消費税資本的収支調整額 23,384千円、損益勘定留保資金等 1,006,416千円で補てんするものとする。）。

第 ２ 項

千円

  （資本的収入及び支出）

  （債務負担行為）

企 業 債 償 還 金

千円

資 本 的 収 入

出 資 金

2,115,500

第 ３ 項

第 １ 項

41,893

期 間

負 担 金

千円資 本 的 支 出

令和３年度から令和４年度まで 884,000 千円

限 度 額

令和３年度から令和８年度まで 246,400 千円



償 還 の 方 法

（１）普通貸借

 行価格差減額をうめるため必

（２）証券発行

限 度 額 利 率起 債 の 方 法

 利率見直しを行った後において 債権者と協定するものによる。ただ（３）本債にかわる短期債を

若しくは低利に借換えすることがで

５％以内

　　　起こすことができる。

により、銀行その他の場合にはその

きる。　　　

602,600

政府資金については、その融資条件 （ただし、利率見直し方式で借 （ただし、発行価格が額面金

び償還期限を短縮し、又は繰上償還

千円

 は、当該見直し後の利率）

　第９条　下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、678,429千円である。

（１）

　第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

千円

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

218,131

令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ２ 日 提 出

職 員 給 与 費

　　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

下 水 道 事 業

 額を下まわるときは、その発

 要な金額をこれに加算した額）

 り入れる政府資金等について、

し、市財政の都合により据置期間及

亀岡市長　　　桂　　川　　孝　　裕

  （一時借入金）

  （他会計からの補助金）

起債の目的

　第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （企　業　債）



３ 府 補 助 金 500

２ 国 庫 補 助 金 350

６ 雑 収 益 15,772

４ 他 会 計 補 助 金 678,429

５ 長 期 前 受 金 戻 入 710,386

２ 営 業 外 収 益 1,405,442

１ 受取利息及び配当金 5

１ 下 水 道 使 用 料 1,821,696

２ そ の 他 営 業 収 益 8,962

備 考

１ 下 水 道 事 業 収 益 3,236,100
千円

１ 営 業 収 益 1,830,658

令和３年度亀岡市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　 　　　入

款 項 目 予 定 額



２ 雑 支 出 7,810

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,519

２ 営 業 外 費 用 402,699

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

327,370

５ 総 係 費 176,960

７ 資 産 減 耗 費 123

６ 減 価 償 却 費 1,566,390

３ 処 理 場 費 667,527

４ 普 及 促 進 費 24,183

１ 管 渠 費 112,409

２ ポ ン プ 場 費 48,609

備 考

１ 下 水 道 事 業 費 用 3,008,900
千円

１ 営 業 費 用 2,596,201

支　　　 　　出

款 項 目 予 定 額

３ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000



１ 受 益 者 負 担 金 36,656

２ 他 会 計 負 担 金 5,237

１ 国 庫 補 助 金 262,680

４ 負 担 金 41,893

１ 一 般 会 計 出 資 金 314,527

３ 国 庫 支 出 金 262,680

１ 企 業 債 466,600

２ 出 資 金 314,527

備 考

１ 資 本 的 収 入 1,085,700
千円

１ 企 業 債 466,600

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　 　　入

款 項 目 予 定 額



３ 預 託 金 650

１ 預 託 金 650

２ 企 業 債 償 還 金 1,529,418

１ 企 業 債 償 還 金 1,529,418

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 512,887

４ 固 定 資 産 購 入 費 1,614

１ 事 務 費 36,000

２ 管 渠 布 設 費 34,931

１ 資 本 的 支 出 2,115,500
千円

１ 建 設 改 良 費 585,432

支　　　 　　出

款 項 目 予 定 額 備 考



長期前受金戻入額

未収金の増減額（△は増加）

327,370

利息及び配当金の受取額 5

小計 1,357,387

△ 3,020

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 500,991

預託金による支出 △ 650

負担金等による収入 38,557

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,030,022

利息の支払額 △ 327,370

補助金による収入 238,800

引当金の増減額（△は減少） △ 4,029

減価償却費

未払金の増減額（△は減少） △ 22,872

受取利息及び配当金 △ 5

支払利息

△ 710,386

1,566,390

固定資産除却費

令和３年度亀岡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 ３ 年 ４ 月 １ 日から令和 ４ 年 ３ 月３１日まで）

千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 203,816

123



その他企業債による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 46,625

△ 224,284

資金期末残高 1,078,158

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 612,291

資金増加額（又は減少額） 193,447

資金期首残高 884,711

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 466,600

他会計からの出資による収入 314,527

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,482,793

136,000

その他企業債の償還による支出



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、令和３年度において、退職手当として３６，７８６千円を支給するため、退職給付引当金３６，７８６千円を使用する。

△ 12,310

35,154

千円

7,089

単 身
赴 任
手 当

管 理 職
時 間 外
手 当

420 △ 14,213

△ 12,310

△ 231

7,320

1,200

33,954

特 殊
勤 務
手 当

0

△ 9,183 718

27,668

204,166

扶 養
手 当

宿 日 直
手 当

85

85

86,278

98,588

比 較

247 △ 15

本 年 度

前 年 度

比 較

5,275

1,254

地 域
手 当

282

手 当

の

内 訳

区 分

1,536

5,028

32,267

期末勤勉
手      当

住 居
手 当

46,480

合 計

26,950

195,701

法 定 福 利 費
手 当

計
管 理 職
特 勤
手 当

退 職
給 付 費

168,033

△ 8,465

2,430 2,037

2,850 2,022

通 勤
手 当

0

区 分

本 年 度

前 年 度

職 員 数

98,588

81,755

特 別 職 一 般 職

22 86,278

給 与 費

3,127

給 料報 酬

78,62822 177,216



（２） 給料及び手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 3,127

 昇給に伴う
 増加分

1,057

 職員数の異動状況

 その他の増減分 2,070 　職員の異動に伴う増等

本 年 度 22 人

前 年 度 22 人

増     減 0 人

手 当 △ 12,310

 その他の増減分 △ 12,310 　退職給付費減等

区 分 説 明増 減 額 増減額の増減事由別内訳 備 考



（３）給料及び手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

本 会 計 一 般 会 計

区 分 企 業 職

309,673

381,101

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

そ の 他

平 均 給 与 月 額 366,592

297,827平 均 給 料 月 額

行 政 職

150,600

182,200

高 校 卒

区 分

高 校 卒

企 業 職

150,600

３ 年 ４ 月 １ 日

現 在

41歳1月

大 学 卒

区 分

大 学 卒182,200

平 均 年 齢

２ 年 ４ 月 １ 日

現 在

39歳5月



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

  （級別の基準となる職務）

４級 ５級２級 ３級

100.0

区 分 １級

５ 級

現 在 ６ 級

次 長 ･ 課長

そ の 他

企 業 職 主事･主事補

７ 級

計

主 査

3 13.6

部 長

７級６級

主　　任
係 長・主 幹

主　任
副 課 長

8
2

7

1

22

4.5
9.1

31.9

36.4
４ 級

３ 級

そ の 他
構 成 比

4.5

１ 級 4 18.2

区 分 級
構 成 比

企 業 職
職 員 数 職 員 数

２ 級 3 13.6
３ 年 ４ 月 １ 日 ３ 級 7 31.9

４ 級

100.0

６ 級 2 9.1
７ 級

3
５ 級 3 13.6

13.6

２ 年 ４ 月 １ 日 1
１ 級

２ 級

現 在

計 22



エ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

オ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

調 整 額 加 算

調 整 額 加 算

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職特別
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)

定年前早期退職特別
支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９００ ４７．７０９００ 措置(2%～20%加算)

備 考
(月分) (月分) (月分) (月分) 加 算 措 置 等

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

区 分

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 (月分)

職 制 上 の 段 階
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

備 考
６ 月 (月分) １ ２ 月 (月分)

本 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０

前 年 度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ５ ０ ２ ． ２ ５ ０ ４ ． ５ ０ ０

一般会計の制度
１．１７５ １．１７５ ２．３５０

有
２ ． ２ ２ ５ ２ ． ２ ２ ５ ４ ． ４ ５ ０



カ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

危険不快作業従事手当等

キ その他の手当

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０ １ ０ ０ ． ０

（ ３ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
３ ２ ２

平 均 支 給 月 額

同

差 異 の 内 容

同

区 分

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

一般会計の制度との異同

同

３ ２ ２

０ ． １

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ． １



給    与    費    明    細    書

会計年度任用職員

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

区 分 職　員　数
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
報 酬 給 料 手 当 計

本 年 度 8 14,484 3,446 17,930 2,790 20,720

前 年 度 5 9,170 1,767 10,937 1,618 12,555

比 較 3 5,314 1,679 6,993 1,172 8,165

手 当

の

内 訳

区 分
通　勤
手　当

（費用弁償）

期　末
手　当

計

本 年 度 355 3,091 3,446

前 年 度 212 1,555 1,767

比 較 143 1,536 1,679



期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度から 令和３年度から
令和２年度まで 令和４年度まで

令和３年度から
令和８年度まで

令和３年度から
令和４年度まで

167,700167,700
亀岡市年谷浄化セン
ター汚泥運搬・処分
業務委託等経費

令和２年度 令和３年度

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　 項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左　の　財　源　内　訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

亀岡市年谷浄化セン
ター等維持管理業務
委託経費

831,300 277,277 554,023 554,023

亀岡市年谷浄化セン
ター改築工事委託経
費

400,000 令和２年度 100,000 令和３年度 300,000 165,000 120,000 15,000

水道料金等徴収事務
委託経費

246,400 246,400

167,700 0

亀岡市年谷浄化セン
ター改築工事委託経
費

884,000 884,000 453,550 44,250

246,400

386,200



261

（ ３） 府 補 助 金 346

３ 営 業 外 収 益

（ １） 受取利息及び配当金 72

（ ２） 国 庫 補 助 金

（ ８） そ の 他 営 業 費 用 10,000 2,499,991

営 業 損 失 862,757

（ ６） 減 価 償 却 費 1,552,954

（ ４） 普 及 促 進 費 22,781

（ ５） 総 係 費 176,026

（ ２） ポ ン プ 場 費 44,179

（ ３） 処 理 場 費 599,382

1,637,234

２ 営 業 費 用

（ １） 管 渠 費 94,659

千円

１ 営 業 収 益

（ １） 下 水 道 使 用 料 1,626,463

（ ７） 資 産 減 耗 費 10

令和２年度亀岡市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和 ２ 年 ４ 月 １ 日から令和 ３ 年 ３ 月３１日まで）

千円 千円

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 10,771



当年度未処分利益剰余金 165,383

当 年 度 純 利 益 165,383

前年度繰越利益剰余金 0

（ ２） 雑 支 出 6,513 363,466 1,028,140

経 常 利 益 165,383

1,391,606

４ 営 業 外 費 用

（ １） 支 払 利 息 及 び 356,953企 業 債 取 扱 諸 費

（ ５） 長 期 前 受 金 戻 入 703,886

（ ６） 雑 収 益 4,211

（ ４） 他 会 計 補 助 金 682,830



イ 電 話 加 入 権 1,335

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 462,092

有 形 固 定 資 産 合 計 45,882,404

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 65,166

減 価 償 却 累 計 額 △ 57,408 7,758

ホ 車 両 運 搬 具 3,925

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,879 1,046

ニ 機 械 及 び 装 置 11,010,284

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,161,813 3,848,471

ハ 構 築 物 60,298,433

減 価 償 却 累 計 額 △ 21,787,959 38,510,474

ロ 建 物 2,049,153

減 価 償 却 累 計 額 △ 991,433 1,057,720

千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,994,843

令和２年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和 ３ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円



４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ３） 引 当 金 220,586

固 定 負 債 合 計 16,879,788

ロ そ の 他 企 業 債 586,699

企 業 債 合 計 16,636,402

（ ２） 他 会 計 借 入 金 22,800

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 16,049,703

資 産 合 計 46,986,775

負 債 の 部

千円 千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 16,207 211,175

流 動 資 産 合 計 1,095,886

（ １） 現 金 預 金 884,711

（ ２） 未 収 金 227,382

投 資 そ の 他 資 産 合 計 7,150

固 定 資 産 合 計 45,890,889

２ 流 動 資 産

イ 出 資 金 3,000

ロ 預 託 金 4,150



5,880,601

（ ２） 利 益 剰 余 金

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金 3,091,162

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 5,880,601

資 本 金 合 計

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

18,803,862

負 債 合 計 37,447,261

（ １） 長 期 前 受 金 32,840,794

収 益 化 累 計 額 △ 14,036,932

繰 延 収 益 合 計

（ ５） 預 り 保 証 金 100

流 動 負 債 合 計 1,763,611

５ 繰 延 収 益

企 業 債 合 計 1,529,418

（ ３） 未 払 金 220,585

（ ４） 引 当 金 13,508

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 1,489,940

ロ そ の 他 企 業 債 39,478

千円千円 千円 千円



567,751

剰 余 金 合 計 3,658,913

資 本 合 計 9,539,514

負 債 資 本 合 計 46,986,775

ロ 165,383

利 益 剰 余 金 合 計

イ 402,368減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金



イ 電 話 加 入 権 1,335

無 形 固 定 資 産 合 計 1,335

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 337,563

有 形 固 定 資 産 合 計 44,850,724

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 64,567

減 価 償 却 累 計 額 △ 57,463 7,104

ホ 車 両 運 搬 具 3,925

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,202 723

ニ 機 械 及 び 装 置 11,662,042

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,510,747 4,151,295

ハ 構 築 物 60,305,002

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,956,558 37,348,444

ロ 建 物 2,049,153

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,038,401 1,010,752

千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,994,843

令和３年度亀岡市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和 ４ 年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円



16,022,816

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ３） 引 当 金 216,067

固 定 負 債 合 計

ロ そ の 他 企 業 債 681,712

企 業 債 合 計 15,783,949

（ ２） 他 会 計 借 入 金 22,800

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 15,102,237

資 産 合 計 46,152,213

負 債 の 部

千円 千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 16,207 214,196

流 動 資 産 合 計 1,292,354

（ １） 現 金 預 金 1,078,158

（ ２） 未 収 金 230,403

投 資 そ の 他 資 産 合 計 7,800

固 定 資 産 合 計 44,859,859

２ 流 動 資 産

イ 出 資 金 3,000

ロ 預 託 金 4,800



千円

6,195,128資 本 金 合 計

（ ２） 利 益 剰 余 金

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金 3,091,162

６ 資 本 金

（ １） 資 本 金 6,195,128

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

18,370,834

負 債 合 計 36,094,356

（ １） 長 期 前 受 金 33,117,596

収 益 化 累 計 額 △ 14,746,762

繰 延 収 益 合 計

（ ５） 預 り 保 証 金 100

流 動 負 債 合 計 1,700,706

５ 繰 延 収 益

企 業 債 合 計 1,455,053

（ ３） 未 払 金 231,555

（ ４） 引 当 金 13,998

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 1,421,212

ロ そ の 他 企 業 債 33,841

千円 千円 千円



剰 余 金 合 計 3,862,729

資 本 合 計 10,057,857

当年度未処分利益剰余金 369,199

負 債 資 本 合 計 46,152,213

利 益 剰 余 金 合 計

イ 減 債 積 立 金 402,368

ロ

771,567



注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

    

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物        15～50年 

      構築物         50年 

      機械及び装置    15～20年 

      車両運搬具      4～ 6年 

      工具、器具及び備品 05～15年 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上してい

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は11,251,428千円である。 

 ２ 引当金の取崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       令和３年度において、退職手当として36,786千円を支給するため、退職給付引当金36,786千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として35,154千円を支給するため、賞与引当金11,319千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       令和３年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として6,826千円を支出するため、法定福利費引当金2,189千円を取

り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       令和３年度において、債権3,145千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金3,145千円を取り崩す。 

  

 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



説　　明

1
下 水 道 事 業
収 益

3,236,100
千円

1 営 業 収 益 1,830,658

1 下 水 道 使 用 料 1,821,696

1 下 水 道 使 用 料 1,821,696 下水道使用料

2 その他営業収益 8,962

1 他 会 計 負 担 金 7,588 一般会計負担金

2 手 数 料 1,320 排水設備設計審査・検査手数料等

3 雑 収 益 54 排水設備確認申請用紙売却代金等

2 営 業 外 収 益 1,405,442

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

5

1 預 金 利 息 5 預金利息

2 国 庫 補 助 金 350

1 国 庫 補 助 金 350 下水道事業国庫補助金

3 府 補 助 金 500

1 府 補 助 金 500 雨水貯留施設設置事業費補助金

収　益　的　収　入　及　び　支　出

　　収　　　入

金　　額款 項 目 節



説　　明

4 他 会 計 補 助 金 678,429
千円

1 他 会 計 補 助 金 678,429 一般会計補助金

5
長 期 前 受 金
戻 入

710,386

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

554,634 長期前受金収益化額

2
府 補 助 金
長期前受金戻入

6,314 　　〃

3
他 会 計 負 担 金
長期前受金戻入

13,605 　　〃

4
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

10,634 　　〃

5
受 益 者 負 担 金
長期前受金戻入

107,923 　　〃

6
受贈財産評価額
長期前受金戻入

17,276 　　〃

6 雑 収 益 15,772

1
消 化 ガ ス
売 却 収 益

10,560 消化ガス売却代金

2 不用品売却収益 4,127 不用品売却代金

3 そ の 他 雑 収 益 1,085 下水道使用料督促手数料等

金　　額項 節目款



説　　明

1
下 水 道 事 業
費 用

3,008,900
千円

1 営 業 費 用 2,596,201

1 管 渠 費 112,409

1 給 料 18,126 職員５名分

2 手 当 8,638 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,513 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 1,391 会計年度任用職員１名分

5 法 定 福 利 費 5,445 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

490 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 51 会計年度任用職員費用弁償

8 備 消 品 費 200 公共汚水桝維持管理用備消耗品費

9 燃 料 費 63 自動車用燃料

10 印 刷 製 本 費 100 諸用紙印刷費

11 委 託 料 23,153 管渠清掃委託料等

12 賃 借 料 2,298 電子台帳システム接続料及び管路敷借地料等

13 修 繕 費 45,050 管渠等修繕費

金　　額節款

　　支　　　出

目項



説　　明

14 材 料 費 4,891
千円

人孔蓋及び道路補修用材料

2 ポ ン プ 場 費 48,609

1 備 消 品 費 545 機械用等備消耗品費

2 燃 料 費 35 自動車用燃料

3 光 熱 水 費 24 水道料金

4 通 信 運 搬 費 5,335 電話料金

5 修 繕 費 18,994 各種設備修繕費

6 動 力 費 23,676 電力料

3 処 理 場 費 667,527

1 給 料 15,875 職員４名分

2 手 当 8,681 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,262 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 2,247 会計年度任用職員２名分

5 法 定 福 利 費 4,801 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

438 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 29 会計年度任用職員費用弁償

8 備 消 品 費 3,067 機械用等備消耗品費

項 目款 金　　額節



9 燃 料 費 196 暖房用燃料等

10 光 熱 水 費 1,675 水道料金等

11 印 刷 製 本 費 294 コンポスト用袋印刷費

12 通 信 運 搬 費 715 電話料金及び郵送料金

13 委 託 料 448,302 維持管理業務委託料等

14 手 数 料 160 施設検査手数料

15 賃 借 料 1,296 水中ポンプ賃借料等

16 修 繕 費 63,572 各種設備修繕費

17 動 力 費 103,285 電力料等

18 薬 品 費 10,493 汚水処理用薬品

19 材 料 費 100 補修用材料

20 負 担 金 39 汚泥処分等負担金

4 普 及 促 進 費 24,183

1 給 料 4,822 職員２名分

2 手 当 2,405 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

632 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 法 定 福 利 費 1,345 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

120 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額



説　　明

6 備 消 品 費 640
千円

事務用備消耗品費等

7 燃 料 費 44 自動車用燃料

8 印 刷 製 本 費 174 諸用紙等印刷費

9 通 信 運 搬 費 36 郵送料金等

10 委 託 料 13,313 排水設備業務委託料等

11 賃 借 料 2 イベント用テント等賃借料

12 補 償 費 650 水洗便所改造資金補償金

5 総 係 費 176,960

1 給 料 29,008 職員７名分

2 手 当 19,137 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

4,238 期末勤勉手当に係る賞与引当金繰入額

4 報 酬 11,060 会計年度任用職員５名分及び経営審議会委員報酬

5 法 定 福 利 費 12,146 共済組合等事業主負担

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

828 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金繰入額

7 旅 費 511 職員普通旅費等

8 退 職 給 付 費 32,267 退職給付引当金繰入額

9 被 服 費 394 職員貸与被服費

金　　額款 項 目 節



10 備 消 品 費 620 事務用備消耗品費等

11 燃 料 費 44 自動車用燃料等

12 印 刷 製 本 費 342 諸用紙等印刷費

13 通 信 運 搬 費 35 郵送料金

14 委 託 料 36,863 下水道使用料徴収事務委託料等

15 手 数 料 145 計測装置取替手数料等

16 賃 借 料 5,268 庁舎賃借料等

17 修 繕 費 371 事務用機器及び自動車修繕費

18 研 修 費 488 職員研修費

19 食 糧 費 2 来客等賄

20 厚 生 費 491 職員互助会補助金

21 負 担 金 16,959 下水道使用料調定収納業務負担金等

22 保 険 料 1,091 下水道施設損害保険料等

23 補 助 交 付 金 1,500 雨水貯留施設設置事業費補助金

24
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

3,145 下水道使用料等に係る貸倒引当金繰入額

25 雑 費 7 自動車重量税

6 減 価 償 却 費 1,566,390

1
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,566,390 有形固定資産減価償却費



説　　明

7 資 産 減 耗 費 123
千円

1 固定資産除却費 123 固定資産除却費

2 営 業 外 費 用 402,699

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

327,370

1 企 業 債 利 息 327,370 企業債利息

2 雑 支 出 7,810

1 そ の 他 雑 支 出 7,810 過年度収入過誤納による還付金

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,519

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

67,519 消費税及び地方消費税納付金

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費

項 目 節 金　　額款



説　　明

1 資 本 的 収 入 1,085,700
千円

1 企 業 債 466,600

1 企 業 債 466,600

1 企 業 債 466,600 下水道事業債

2 出 資 金 314,527

1 一般会計出資金 314,527

1 一般会計出資金 314,527 一般会計出資金

3 国 庫 支 出 金 262,680

1 国 庫 補 助 金 262,680

1
下 水 道 事 業
国 庫 補 助 金

262,680 下水道事業国庫補助金

4 負 担 金 41,893

1 受 益 者 負 担 金 36,656

1 受 益 者 負 担 金 36,656 下水道事業受益者負担金

2 他 会 計 負 担 金 5,237

1 一般会計負担金 5,237 一般会計負担金

項款 目 金　　額節

資　本　的　収　入　及　び　支　出

　　収　　　入



説　　明

1 資 本 的 支 出 2,115,500
千円

1 建 設 改 良 費 585,432

1 事 務 費 36,000

1 給 料 13,924 職員４名分

2 手 当 10,306 　　〃

3 法 定 福 利 費 4,845 共済組合事業主負担

4 旅 費 57 職員普通旅費

5 報 償 費 38 受益者負担金一括納付報奨金

6 備 消 品 費 1,434 事務用備消耗品費

7 燃 料 費 79 自動車用燃料

8 印 刷 製 本 費 128 諸用紙印刷費

9 通 信 運 搬 費 95 電話料金及び郵送料金

10 委 託 料 4,334 受益者負担金徴収事務委託料等

11 手 数 料 33 車検手数料

12 賃 借 料 525 工事設計積算システム賃借料

13 修 繕 費 121 自動車修繕費

節目項款 金　　額

　　支　　　出



14 保 険 料 67 自動車損害保険料

15 雑 費 14 自動車重量税

2 管 渠 布 設 費 34,931

1 委 託 料 22,258 下水道計画変更業務委託料等

2 手 数 料 339 公共汚水桝設置等手数料

3 材 料 費 311 公共汚水桝購入費

4 工 事 請 負 費 10,307 公共汚水桝設置工事費等

5 工 事 負 担 金 1,716 橋梁添架工事負担金

3
処 理 場 建 設
改 良 費

512,887

1 委 託 料 512,887 浄化センター改築工事委託等

4 固定資産購入費 1,614

1 固定資産購入費 1,614 水質検査器具購入費等

2 企業債償還金 1,529,418

1 企 業 債 償 還 金 1,529,418

1 企 業 債 償 還 金 1,529,418 企業債償還金

3 預 託 金 650

1 預 託 金 650

1 融 資 預 託 金 650 水洗便所改造資金融資預託金


